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（別紙） 

① P11【図表 1-10】 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 150 158.5 0 792 217 220.6 2 949

認定・仮認定を

受けていない法人
153 158.7 0 792 214 214.7 0 724

認定・仮認定法人 139 158.2 0 760 222 238.0 0 949

(単位：万円）

有給職員年間人件費 常勤有給職員年間人件費

（n=1,008： 認証 737、認定 271） （n=861： 認証 641、認定 220）

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 150 158.5 0 792 217 220.6 0 949

認定・仮認定を

受けていない法人
153 158.7 0 792 214 214.7 0 724

認定・仮認定法人 139 158.2 2 760 222 238.0 10 949

(単位：万円）

有給職員年間人件費 常勤有給職員年間人件費

（n=1,008： 認証 737、認定 271） （n=861： 認証 641、認定 220）

誤 

正 

【図表 1-10】 有給職員人件費・常勤有給職員人件費（１人当たり） 

【図表 1-10】 有給職員人件費・常勤有給職員人件費（１人当たり） 
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② P12【図表 1-11】 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=861)

保健、医療又は

福祉の増進

(n=489)

保健、医療又は

福祉の増進以外

(n=372)

100万円以下 100万円超～200万円以下 200万円超～300万円以下

300万円超～400万円以下 400万円超～500万円以下 500万円超

【図表１-11】 主な活動分野別 常勤有給職員１人当たり人件費

22.8％

誤 

正 
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③ P22【図表 1-19】 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

  

（単位：万円）

特定非営利活動に

係る事業

その他の事業 特定非営利活動に

係る事業

その他の事業

64,665,576 2,305,899 62,013,482 2,563,971

(96.6%) (3.4%) (96.0%) (4.0%)

40,166,773 1,902,518 37,635,939 2,150,924

(95.5%) (4.5%) (94.6%) (5.4%)

24,498,803 403,381 24,377,543 413,047

(98.4%) (1.6%) (98.3%) (1.7%)

法人数

収益合計 費用合計

全体 1,291

認定・仮認定を

受けていない法人
945

認定・仮認定法人 346

（単位：万円）

特定非営利活動に

係る事業

その他の事業 特定非営利活動に

係る事業

その他の事業

6,474,121 231,157 6,210,286 256,938

(96.6%) (3.4%) (96.0%) (4.0%)

4,016,768 190,252 3,768,743 215,092

(95.5%) (4.5%) (94.6%) (5.4%)

2,457,353 40,905 2,441,543 41,846

(98.4%) (1.6%) (98.3%) (1.7%)

全体 1,294

法人数

収益合計 費用合計

認定・仮認定を

受けていない法人
947

認定・仮認定法人 347

誤 

正 

【図表 1-19】 収益構造 

【図表 1-19】 収益構造 
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④ P24【図表 1-22】 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：万円）

収支差額

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値 平均値

全体 1,294 1,671 5,003.2 0 460,000 1,293 1,584 4,803.0 0 550,000 203.9

認定・仮認定を

受けていない法人
947 1,648 4,241.6 0 370,000 947 1,566 3,979.7 0 350,000 261.9

認定・仮認定法人 347 1,775 7,081.7 0 460,000 346 1,693 7,056.5 0 550,000 45.6

【図表1-22】　特定非営利活動に係る事業（収益・費用）

法人数
収益合計 費用合計

法人数

誤 

正 
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⑤ P30【図表 1-26】 
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0.7

13.8

12.0

14.4

46.7

40.4

3.7

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=946）

認定・仮認定法人

（n=347）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=946）

認定・仮認定法人

（n=347）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=946）

認定・仮認定法人

（n=347）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=947）

認定・仮認定法人

（n=347）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=944）

認定・仮認定法人

（n=347）

０円 ０円超～50万円以下 50万円超～100万円以下

100万円超～200万円以下 200万円超～300万円以下 300万円超～500万円以下

500万円超～1,000万円以下 1,000万円超

【図表１-26】 収益内訳別 特定非営利活動事業収益の金額区分

会
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34.8％

誤 
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⑥ P47【図表 1-42（参考）】 
 

 
 
 
 

 
 

 
  

【図表１-42（参考）】　法人寄附（個人寄附０件・０円を除く）

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 470 3 23.8 1 2,883 27 342.4 0 13,688

認定・仮認定を

受けていない法人
252 2 6.4 1 318 15 362.6 0 3,159

認定・仮認定法人 218 8 43.9 1 2,883 69 625.5 0 13,688

（注）平均値以外は四捨五入により整数表示にしているため、0.5未満の値については０と表記されている。

法人数
社数 金額（単位：万円）

【図表１-42（参考）】　法人寄附（個人寄附０件・０円を除く）

中央値 平均値 最小値 最大値 中央値 平均値 最小値 最大値

全体 471 3 23.8 1 2,883 470 27 342.4 0 13,688

認定・仮認定を

受けていない法人
253 2 6.4 1 318 254 15 101.7 0 3,159

認定・仮認定法人 218 8 43.9 1 2,883 216 69 625.5 0 13,688

（注）平均値以外は四捨五入により整数表示にしているため、0.5未満の値については０と表記されている。

法人数
社数 金額（単位：万円）

法人数

誤 

正 
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⑦ P60【図表 1-51】 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
  

47.5

25.1

15.8

15.0

6.3

1.8

16.4

0 % 20 % 40 % 60 %

従来の収支計算書に慣れており、

変更するのに時間がかかるため

ＮＰＯ法以外の法律に定められた

事業報告様式の決算書を

作成しているため

公益法人会計基準など、

従来の会計基準から

変更するのが面倒であるため

ＮＰＯ法人会計基準が難しそうなため

ＮＰＯ法人会計基準を学ぶ機会や

対応する人材が不足しているため

ＮＰＯ法人会計基準ができたことを

知らなかったため

その他

【図表１-51】 NPO法人会計基準を採用していない理由 （n=379） 【MA】

誤 

正 
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⑧ P74【図表 1-63】 
 

 
 

 

 

 

 

48.4

46.2

14.9

14.0

5.0

0 % 20 % 40 % 60 %

基準のさらなる緩和がなされない限り、

今後も充足は困難

（n=107）

寄附金は収入として重視しておらず、

積極的に集めるつもりはない

（n=102）

現行法の基準では充足は困難だが、

認定法人の信頼性を担保するためにも

これ以上基準を緩和すべきではない

（n=33）

今後積極的に寄附を集め

基準の充足を目指す

（n=102）

その他

（n=11）

【図表１‐63】 パブリックサポートテスト基準充足に向けた考え方 (n=221) 【MA】

誤 

正 


